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我が国の構造変化
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日本の人口の推移と将来推計
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2015年
訪日外国人旅行者数が45年ぶりに

出国日本人数を上回った。
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2024年出国者数

１３０１万人

202４年訪日者数

３６８７万人
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出典：日本政府観光局
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路線バスの現状

出典：帝国データバンク
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地域交通への様々な影響

◆乗客
・人口減少に伴う総需要の減少
・若年層の減少による通学需要の減少
・車を運転できない高齢者の移動ニーズの拡大
・インバウンド観光客急増への対応

◆担い手
・事業継続の困難性の増大
・ドライバーの不足、高齢化



道路運送法（抜粋）
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第五章 自家用自動車の使用

（有償運送）
第七十八条 自家用自動車（事業用自動車以外の自動車をいう。以下同
じ。）は、次に掲げる場合を除き、有償で運送の用に供してはならない。

一 災害のため緊急を要するとき。

二 市町村、特定非営利活動促進法（中略）に規定する特定非営利活動
法人その他国土交通省令で定める者が、（中略）地域住民又は観光旅客
その他の当該地域を来訪する者の運送その他の国土交通省令で定める
旅客の運送（以下「自家用有償旅客運送」という。）を行うとき。
三 公共の福祉を確保するためやむを得ない場合において、国土交通大
臣の許可を受けて地域又は期間を限定して運送の用に供するとき。
→日本版ライドシェア（タクシー会社が白ナンバー車を運行）
（登録）
第七十九条 自家用有償旅客運送を行おうとする者は、国土交通大臣の
行う登録を受けなければならない。

公共ライドシェア

（市町村やNPOが
白ナンバー車を運行）

日本版ライドシェア

（タクシー会社が
白ナンバー車を運行）

これらのルールの外枠 共助版ライドシェア
（住民が白ナンバー車を運行）



公共ライドシェア（道路運送法78条２号）の概要

○バス事業やタクシー事業によって輸送手段を確保することが困難な場合に、市町村やNPO法人などが、自家用車を活用して提
供する、有償の旅客運送。

○省令において「交通空白地有償運送」及び「福祉有償運送」を規定。

（交通空白地） 698団体、4428車両
（福祉）    2428団体、14044車両

種類
※数値はR5.3.31時点

提供体制

利用者
（交通空白地） 地域住民・観光客
（福祉） 介護を必要とする者

（運送主体） 市町村、NPO法人等
（使用車両）       自家用車（白ナンバー）

（ドライバー） 第１種運転免許の保有、大臣認定講習の受講等

運送の対価 法律により、「実費の範囲内」の収受が認められている。

登録要件
① 安全体制を確保すること（運行管理・整備管理の責任者の選任等）。

  ② 地域の関係者（※）において協議が調うこと。
（※）地域住民、地方公共団体、NPO、バス・タクシー事業者、事業者団体、運転者団体等
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共助版ライドシェアの事例
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日本版ライドシェア（道路運送法78条３号）の概要

⚫ 地域交通の「担い手」「移動の足」不足解消のため、令和６年３月、タクシー事業者の管理の下で、自家用車・一般ドライバーを活用
した運送サービスの提供を可能とする自家用車活用事業を創設。

⚫ タクシー配車アプリデータ等を活用して、タクシーが不足する地域・時期・時間帯を特定し、地域の自家用車・一般ドライバーを活用して不足分を
供給。

１．アプリデータに基づき不足車両数を算出し、自家用車活用事業を行う地域

２．大都市部以外の地域

東京、横浜、名古屋、京都、札幌、仙台、さいたま（県南中央）、千葉、大阪、神戸、広島、福岡（12地域）

1.以外の地域においては、簡便な方法により不足車両数を算出し、事業の実施が可能。
※金曜日・土曜日の16時台から翌５時台をタクシーが不足する曜日及び時間帯とし、当該地域のタクシー車両数の５%を不足車両数とみなす
※自治体が曜日・時間帯における不足車両数を運輸支局へ申し出た場合、その内容を不足車両数とみなす
※当該自家用車を活用して、データの収集及び不足車両数の検証を行った上で、上記の暫定的な不足車両数を見直す

【自家用車活用事業開始前】 【自家用車活用事業開始後】

4月8日 4月9日 4月10日 4月11日 4月12日 4月13日 4月14日

月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日

０時 98% 98% 98% 98% 96% 89% 95% ０時 99% 98% 99% 95% 98% 95% 95%

１時 98% 98% 98% 97% 87% 67% 96% １時 99% 99% 99% 98% 98% 80% 96%

２時 98% 99% 98% 99% 93% 66% 97% ２時 98% 98% 99% 99% 99% 87% 97%

３時 98% 98% 98% 98% 97% 70% 97% ３時 99% 98% 99% 99% 99% 96% 97%

４時 97% 98% 98% 98% 98% 87% 96% ４時 98% 98% 98% 99% 99% 98% 96%

５時 97% 97% 97% 98% 96% 95% 92% ５時 99% 97% 99% 99% 99% 98% 92%

６時 97% 97% 97% 98% 94% 97% 93% ６時 98% 89% 99% 99% 99% 99% 93%

７時 88% 91% 94% 94% 91% 98% 96% ７時 96% 59% 98% 98% 98% 99% 96%

８時 78% 81% 84% 85% 79% 98% 97% ８時 92% 39% 93% 95% 94% 99% 97%

９時 85% 85% 90% 88% 85% 97% 95% ９時 96% 42% 95% 97% 96% 99% 95%

１０時 95% 95% 96% 95% 92% 95% 93% １０時 98% 58% 98% 98% 98% 99% 93%

１１時 97% 97% 97% 97% 93% 94% 89% １１時 98% 62% 99% 99% 87% 98% 89%

１２時 97% 97% 97% 96% 95% 93% 88% １２時 98% 52% 98% 98% 85% 98% 88%

１３時 97% 98% 97% 97% 97% 94% 91% １３時 98% 89% 99% 98% 98% 98% 91%

１４時 98% 98% 98% 98% 97% 96% 94% １４時 98% 96% 98% 99% 99% 99% 94%

１５時 98% 98% 98% 98% 97% 96% 95% １５時 99% 99% 99% 99% 99% 99% 95%

１６時 98% 97% 98% 97% 96% 92% 95% １６時 99% 99% 99% 99% 98% 98% 95%

１７時 95% 93% 94% 92% 87% 85% 92% １７時 98% 99% 99% 99% 98% 96% 92%

１８時 94% 94% 93% 92% 85% 90% 95% １８時 98% 98% 98% 98% 97% 96% 95%

１９時 97% 97% 97% 97% 95% 93% 95% １９時 99% 99% 99% 99% 99% 98% 95%

２０時 98% 98% 98% 98% 97% 95% 95% ２０時 98% 99% 99% 99% 99% 99% 95%

２１時 98% 98% 98% 98% 97% 96% 96% ２１時 99% 99% 99% 99% 99% 99% 96%

２２時 98% 98% 98% 98% 98% 97% 97% ２２時 98% 99% 99% 99% 99% 99% 97%

２３時 98% 98% 98% 98% 97% 97% 98% ２３時 98% 99% 98% 98% 98% 98% 98%

※令和6年4月9日2:30～13:30時の間、雨を記録「過去の気象データ検索」

（気象庁HP）

東京の例

軽井沢町、金沢、富山、静岡、さいたま（県南東部、県南西部）、志摩市、水戸、青森、岐阜、石垣島（11地域）
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ライドシェア事業に係る法制度についての論点整理

Ⅰ 「移動の足」不足の解消実態に係る論点

Ⅱ 現時点で想定される論点

Ⅰの考え方を踏まえ、地域の「担い手」不足、「移動の足」不足の解消の観点から、自家用車活用事業の創設や自家用有償旅客
運送の制度改善等が、地域交通の「担い手」不足や「移動の足」不足への対策として十分でないと合理的に考えられる場合に備え、総
合的な交通政策の観点も踏まえ、例えば、以下の事項などについて、法制度等の議論を行う必要がある。

１．車やドライバーの安全の確保

２．事故時の責任体制の確保

３．ドライバーの適切な就業条件

４．個別輸送の充実による利用者利便の確保と外部不経済の発生とのバランス

５．全国展開のための制度要件、公平な競争条件の確保

６．諸外国のライドシェアで浮き彫りになった問題

７．消費者保護の確保

全ての地域について、適切なデータを検証して地域交通の「担い手」不足、「移動の足」不足解消の状況を確認し、自家用車活用事業
や自家用有償旅客運送の制度の効果について、現時点では期限を定めず、適切な期間で、定量的に丁寧な評価を行い、適時適切に
改善を不断にしていくことが望ましい。一方で、現時点においては、取得可能なデータの対象地域、内容には限界があることを踏まえ、少な
くとも、アプリ等でデータが把握可能な１２都市については、適切なデータを検証する。
その際、これらの施策は開始して間もなく、天候・季節波動・イベント等による需要の短期的・中期的な増減への対応も含め、制度の運
用について柔軟な見直しを行っていくことから、直ちにその評価を行うことは困難であることに留意する。

１．モニタリングによる実態把握（自家用車活用事業及び自家用有償旅客運送）
２．モニタリングの実効性確保（自家用車活用事業及び自家用有償旅客運送）

（令和6年5月31日規制改革推進会議における内閣府・国土交通省資料より）

※国土交通省において太字・下線
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軽井沢スキーバス事故
（２０１６年１月１５日）
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